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望ましい福祉避難所等の
あり方について

参考資料２



第３－３
（３）福祉避難所の指定

ア　要援護者（社会福祉施設等　
　に緊急入所する者を除く。以下(３)、
　
　(４)及び(５)において同じ）が、
　相談等の必要な生活支援が受
けられるなど、安心して生活
ができる体制を整備した福祉
避難所を指定しておくこと。

イ　福祉避難所として指定する
施設は、原則として耐震、耐
火、鉄筋構造を備え、物理的
障壁の除去（バリアフリー
化）された老人福祉センター
等の施設とすること。

（４）福祉避難所の量的確保

　　あらかじめ指定した福祉避難
所のみでは量的に不足する場合
は、厚生労働省と協議の上、社
会福祉施設等や公的宿泊施設等
に福祉避難所を設置すること。

大規模災害における応急救助の
指針について（厚生省H9.6通知）

（例：「富山県災害時要援護者支援ガイドライン」
（H17.9)P38）

①老人福祉センター、特別養護老人ホーム、
デイサービス施設、短期入所施設等の福祉

　関係施設

②宿泊施設（公的宿泊施設や旅館、その他
　宿泊機能のある施設）等

第５－２－（１）－ア（避難所）

（オ）　「福祉避難所」の対象
　
　者は、身体等の状況が特
　
　別養護老人ホーム又は老
人短期入所施設等へ入所
するに至らない程度の者
であって「避難所」での
生活において特別な配慮
を要する者であること。

　 また、「福祉避難所」に
おける特別な配慮のために
必要となる費用とは、概ね
10人の対象者に１人の相談
等に当たる介助員等を配置
するための費用、高齢者、
障害者等に配慮した簡易便
器等の器物の費用及びその
他日常生活上の支援を行う
ために必要な消耗器材の費
用とすること。

災害救助法による救助の実施
について（厚生労働省H13.7通知）

現在の「福祉避難所」の定義　（災害救助法関連）

福祉避難所等として想定
されている施設例

災害時要援護者の避難支援ガイドライン（H17.3）
Ⅲ「災害時要援護者の避難支援計画の具体化」より

(2)避難場所の整備

　市町村や消防団、自主防災組織は、ハザー
ドマップも活用しつつ、病院、介護保険関
係施設、福祉センター、近隣ビルの高所等
の避難場所（一時的な避難場所も含む）へ
の活用を促進し、要援護者の避難行動時間
の短縮及び避難支援者への負担軽減を進め
ること。（以下略）

＜課題＞
☆災害発生後、直ちに要援護者を受け入れる一時
　避難所（含・自主避難所）と、一定の準備期間
　を経て受け入れ態勢ができた段階で受け入れる
　福祉避難所、社会福祉施設等を系統的（時系列
　的）に位置づけるべき。

　発災直後、準備のできていない（福祉）避難所に要援護者を搬送
すべきでない。（まず身近な一時避難所で受け入れる体制づくりを！）



時系列による「福祉避難所」準備・誘導のあり方（試案：突発地震災害の場合）

地震発生

地区（組→区等）単位で安否確認

救出 応急手当 救援要請

要援護者の避難誘導
（最初に、どこに誘導するのか？）

etc

指定避難所
（学校等）

福祉避難所
（福祉施設等）

？

発災直後、直ちに要援護者
を受け入れられる一時避難所
を身近な地域に確保すべき

新潟県中越地震

「お年寄りを守った
自主避難所」（小千谷
市二俣地区：地域の建
設会社事務所が要援護
者の避難所に）

激しい余震の続く中、
ビニールハウスは安心
して避難生活を送れる
一時的自主避難所とな
り得る。（小千谷市坪野）

＜メリット＞
☆避難生活に必要な資材を直ぐに持ち寄れる
☆近隣同士の助け合い活動が機能しやすい

☆大規模災害時には、指定避難所や福祉
　避難所の多くは、受け入れ準備が整う
　までに時間がかかる。
　　その間（発災直後に）、身近な地域
　（歩いて数分以内位）で要援護者を保護する
　一時的な自主避難所を（近隣住民の協力に

　より）確保する取り組みを（平常時から）

　すべきではないか。

課　題

（例）組単位で１週間分の水や食糧等の備蓄

発災後、直ぐには
受入れ準備ができない？

①災害発生後、市区町村の指定
　避難所や福祉避難所の受け入
　れ体制が整うまで、地域の要
　援護者を保護する（住民主導
　の）自主避難所づくりが可能
　となるよう、平常時から準備
　と訓練を行うよう努める。
　（その旨、地域防災計画にも
　記載する。）

②上記の自主避難所の検討を行
　うにあたり、多くの住民参加
　による「自主防災マップ」づ
　くり等の研修会などを通じて、
　住民自ら考え取り組めるよう
　継続的に働きかける。
　（自主防災リーダーが、そう
　した研修や避難所運営訓練を
　指導できるようにする。）

③発災後、できるだけ速やかに
　要援護者の障害特性を踏まえた
　福祉避難所づくりができるよう
　（平常時から）関係者間で協議
　をしておく。

提　案

（住民主導）
自主避難所

福祉避難所

福祉関係施設等

時間経過の流れ

できれば障害種別に受入れ

長岡市体育館



③介護が必要な要援護者のための“福祉避難所”確保

福祉避難所等の設置・運営

障害者、高齢者等

地区福祉避難所

地
域
の
指
定
避
難
所
（小
中
学

校
等
）に
「福
祉
避
難
室
」を
設
置

（
※
遠
距
離
の
場
合
は
、
地
域
の
自

主
避
難
所
で
一
時
的
に
受
け
入
れ
）

人 人 人

支援員

一次避難

地域の保健
医療関係者

を“相談員”
として配置

広域（障害種別等）避難所

拠点福祉
避難所

市町村の
総合福祉
センター等

民間(福祉)
避難所

民間の
社会福祉
施設等

（事前に
協定を
締結）必要に応じて二次避難

障害種毎
に対応できる

支援員等
を配置

ヘルパー等

地域の
自主避難所

山梨県「障害者と高齢者のための災害時支援マニュアル」より



南西中
和室

耐震性の不安な家

支

支

自治会（組）の中の
耐震性に優れた建物
を、災害時要援護者
の一時的な受け入れ
のための自主避難所
とする。

　災害がおきたら
直ちにかけつける
支援員（３名程度）

指定避難所

福祉避難所

要援護
者宅

避難経路

看護師OG宅 組長

発電機の
ある家

自治会（組）の
境界線

介護ヘルパー宅

組の一次集合場所
（地区避難場所）

①

②

甲府市・高畑２丁目の或る組での、要援護者救援
のための自主防災マップ（研修会での検討）例

支



• 市町村全体で関係者が集う「説明会」を
行った後、自治会単位自治会単位で多くの役員や
世帯が参加する「自主防災マップづくり
研修会」など、住民
参加型の実践的な
講習を行うことが
重要。

地域に根ざした取り組みとするために

H17.7.3 身延町（下部・上之平地区）
災害時（要援護者）対策研修会

民生
委員



地元の防災リーダーが、要援護者
対策の検討結果を発表

　要援護者一人ひと
りの救援方法を、

付箋紙に書き込んで
地図に貼り付けた



• 上記の研修会を通じて、地域全体の防
災意識が高まったところで、災害時要援
護者一人ひとりをどう救援するか、個別
の「防災カルテ」（あんしんカード等）を関係
者が協力して作り、共有することが大切。



• さらに、毎年の地域毎の防災訓練で、多くの住民が参加し、
体を動かして要援護者支援を行うことが大事です。

大月市猿橋地区自主防災会の防災訓練

☆　大月市猿橋区自主防災会では、災害時要援護者の受け
　入れ施設（福祉避難所）として、集落の中心部にある
　殿上公民館（耐震化施設）を位置づけ、毎年の自主防災
　訓練で、支援員（住民有志）が要援護者の自宅から（応急
　担架等で）福祉避難所まで搬送し、施設の中で介護を行う
　訓練を行っている。

大月市・殿上公民館（地区福祉避難所）

応急医療
救護所

公民館内の和室で、
要援護者の介護訓練

要援護者の
自宅から
搬送訓練


